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公益社団法人 ふ く お か 園 芸 農 業 振 興 協 会 の            

      特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る業務方法書 

 

第１章 総  則 

（目 的） 

第１条 この業務方法書は、公益社団法人ふくおか園芸農業振興協会定款の規定に基づき、公益

社団法人ふくおか園芸農業振興協会（以下「本会」という。）が行う特定野菜等供給産地育

成価格差補給事業に係る業務の方法について基本的事項を定め、もってその業務の適正な運

営に資するものとする。 

（業務運営の方針） 

第２条 本会は、その行う業務の公共的重要性にかんがみ、行政庁その他関係機関との緊密な連

絡のもとに、その業務を公正かつ能率的に運営するものとする。 

（業 務） 

第３条 本会は、別表１及び別表２の対象特定野菜等の欄に掲げる対象特定野菜等の価格の著し

い低落があった場合において、その低落が対象特定野菜等（特定野菜等供給産地育成価格差

補給事業実施要領の定めるところにより福岡県知事（以下「県知事」という。）の選定した対

象産地の区域内で生産されたものに限る）の出荷に関し特定野菜等供給産地育成価格差補給

事業実施要領の第３の３の（３）に規定する共同出荷組織（以下「共同出荷組織」という。）

との間に委託関係のある生産者又は実施要領３の３の（４）に規定する相当規模生産者の経

営に及ぼす影響を緩和するための補給金をその生産者に交付するため、当該共同出荷組織に

対して価格差補給交付金を、相当規模生産者に価格差補給金（以下「価格差補給交付金等」

という。）を交付する事業を行う。 

（対象市場群） 

第４条 対象市場群は、農林水産省農産局長の承認を受けて、独立行政法人農畜産業振興機構が

定めたものに準ずるものとする。 

（対象出荷期間） 

第５条 対象出荷期間は、別表１及び別表２の対象特定野菜等の欄に掲げる対象特定野菜等ごと

に、これらの表の対象出荷期間の欄に掲げるとおりとする。 

（業務対象年間） 

第６条 本会は、別表１及び別表２に掲げる対象特定野菜等、対象市場群及び対象出荷期間によ 

り定まるこれらの表に掲げる業務対象年間について業務を行うものとする。 

２ 本会は、価格差補給交付金等の交付に充てるための準備金（以下「交付準備金」という。）

が著しく減少したことにより業務を行うことが困難と認められる場合は、その他やむを得な

いと認められる場合は、県知事の承認を得て、これを短縮することができるものとする。 

 

第２章 価格差補給交付金等及び補給金の交付 

（価格差補給交付金等の交付に関する申込み） 

第７条 共同出荷組織又は相当規模生産者（以下「共同出荷組織等」という。）は、別表１及び別

表２に掲げる業務区分（以下「業務区分」という。）ごと及び業務対象年間ごとに、価格差補
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給交付金等の交付を受けるべき旨を本会が別に通知する日までに別記様式第１号の申込書に

別記様式第２号の市町村長の同意書の写しを添付のうえ、申込むものとする。 

 この場合において、共同出荷組織等は別表１に掲げる最低基準額の１１分の１０に相当す

る額又は１１分の９に相当する額を最低基準額とみなして価格差補給交付金等の交付を受け

る旨（以下それぞれ「特例５０」「特例４５」という。）の締結を申込むことができるものと

する。 

 また、別表２に掲げる最低基準額の１２分の１１に相当する額を最低基準額とみなして価

格差補給交付金等の交付を受けるべき旨の契約（以下「特例５５」という。）の締結を申込む

ことができるものとする。 

２ 共同出荷組織等は、別記様式第１号の申込書の提出に際し、令和５年４月２５日付け４農

産第 4453号-1（農林水産省農産局長通知）第３の規定に基づき「環境負荷低減のクロスコ

ンプライアンスチェックシート」（以下「チェックシート」という）を本会に提出すること。

チェックシートの提出は、同一事業年度において一回とし、当該事業年度に交付予約の申込

みを行う対象野菜全体について申告するものとする。 

３ 本会は、前項の規定による申込みを承諾したときは、遅滞なく、その旨を当該共同出荷組

織等に通知するものとする。 

（負 担 金） 

第８条 本会は、前条第２項の規定により共同出荷組織等に通知したときは、当該共同出荷組織

等及び市町村に負担金を負担させるものとする。 

  ２ 前項の負担金の額は、業務区分ごとに別表１及び別表２の資金造成単価の額に前条第１

項の申込書に記載した交付予約数量を乗じて得た額に、別表１及び別表２に掲げる対象特定

野菜等の負担割合を乗じて得た額とする。 

ただし、当該業務対象年間の直前の業務対象年間において交付準備金に残額があった業務

区分について負担金を納入した共同出荷組織等及び市町村に係る負担金の額は、この額から

協会理事長が県知事の承認を受けて定める額を控除した額とする。 

  ３ 共同出荷組織等及び市町村は、前項後段に規定する額が確定した後、負担金の金額を本

会からの請求に基づき納入期限までに納入するものとする。 

  ４ 本会は、第１項の規定により共同出荷組織等及び市町村に負担金を負担させるときは、

当該共同出荷組織等及び市町村に負担金の額、納入期限及び納入方法を記載した納入通知書

を送付するものとする。 

（交付予約数量の増加） 

第９条 第７条第２項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、別記様式第３号の申込書を

提出して、その通知に係る同条第１項の申込書に記載した交付予約数量の増加を申し込むこ

とができるものとする。 

２ 前２条の規定は前項の申込について準用する。この場合において、第７条第１項中「価

格差補給交付金等を受けるべき旨をその価格差補給交付金等の交付を受けようとする最初の

年」とあるのは、「第９条第１項の規定により増加」の申込みをした交付予約数量の増加の分

について「価格差補給交付金等の交付を受けようとする最初の年」と前条第２項中「前条第

１項の申込書に記載した交付予約数量」とあるのは「第９条第２項において準用する前条第

１項の申込書に記載した交付予約数量の追加分」と読み替えるものとする。 
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(交付予約数量の減少又は解約) 

第１０条 第７条第２項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、農業保険法（昭和２２年

法律第１８５号）第１７７条に規定する農業経営収入保険（以下「収入保険」という。）の保

険関係成立に係る、交付予約数量の減少又は解約を申し込むことができる。 

２ 前項の申込期限は、業務区分ごとに、交付予約数量の減少又は解約をしようとする年の

１１月３０日までに申し込むものとする。第７条第２項の規定により通知を受けた共同出

荷組織等は、別記様式第１号の申込書を提出して、その通知に係る同条第１項の申込書に記

載した交付予約数量の減少又は解約を申し込むことができる。 

（延 滞 金） 

第１１条 本会は、共同出荷組織等が負担金をその納入期限までに支払わない場合には、当該納

入期限の翌日からその納入を終了する日の前日までの日数により年利８.２５パーセントの

割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（負担金の相殺の禁止） 

第１２条 共同出荷組織等は、本会に納入すべき負担金について相殺をもって協会に対抗するこ

とができない。 

（価格差補給交付金等を交付する場合） 

第１３条 価格差補給交付金等の交付は、業務区分ごとに、第７条第１項の規定による申込みを

した共同出荷組織等がその生産者の委託を受けて、又は直接に当該対象出荷期間に当該対象

市場群に出荷した当該対象特定野菜等（本会が県知事の承認を受けて定める規格に適合する

ものに限る。以下同じ。）の旬別の加重平均販売価額に相当する額（以下「旬別平均販売価額」

という。）が、別表１又は別表２に掲げる保証基準額（以下「保証基準額」という。）を下回っ

た場合に共同出荷組織等に対し行うものとする。 

２ 旬別平均販売価額の算定に当たっては、毎月１日から１０日まで、１１日から２０日ま

で及び２１日から３１日（その月の末日が２８日である月については２８日、その月の末日

が２９日である月については２９日、その月の末日が３０日である月については３０日）ま

でをそれぞれ１旬として計算するものとする。 

ただし、対象出荷期間に属する日の数が７日未満である旬の当該対象出荷期間に属する日

は、当該対象出荷期間内のその旬と接続している旬に含めるものとする。 

（価格差補給交付金等の金額） 

第１４条 対象特定野菜等についての価格差補給交付金等の金額は、業務区分ごと及び共同出荷

組織等ごとに旬別の価格差補給交付金単価に、当該共同出荷組織等がその生産者の委託を受

けて、又は直接に当該旬別の価格差補給交付金単価に対応する期間に当該対象市場群に出荷

した当該対象特定野菜等の数量から、第３項に定める価格差補給交付金等の交付の対象とし

ない数量を除いた数量（その数量が、その数量を当該対象出荷期間に当該対象市場群に出荷

した当該対象特定野菜等の数量で除して得た数値に当該共同出荷組織等に係る交付予約数量

を乗じて得た数量を上回る場合には、当該乗じて得た数量）を乗じて得た額の合計額とする。 

  ２ 前項の旬別の価格差補給単価は、業務区分ごとに保証基準額から旬別平均販売価額（旬

別平均販売価額が別表１及び別表２に掲げる最低基準額を下回ったときは、当該最低基準額）

を差し引いて得た額に１０分の８を乗じて得た額とする。 
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３ 第１項に規定する価格差補給交付金等の交付の対象としない数量とは、次のア及びイの

とおりとする。 

ア 共同出荷組織にあっては、委託生産者が共同出荷組織に対して、価格差補給金の交付を

受けないものとして申告した価格差補給金を交付する事業（以下この条において「事業」

という。）を利用しない期間における出荷を委託した数量。 

イ 相当規模生産者にあっては、当該相当規模生産者が協会に対して、価格差補給金の交付

を受けないものとして申告した事業を利用しない期間における出荷数量（相当規模生産者

が、特定相当規模生産者であって、その一部の構成員が事業を利用しない場合は、当該一

部の構成員が事業を利用しない期間における出荷数量に限る。）。 

（出荷数量及び販売価額の確認） 

第１５条 共同出荷組織は、本会が送付する「販売実績集計表」により出荷数量及び販売価額の

確認を行い、別記様式第６号又は別記様式第７号及び別記様式第８号（補給交付金等の交付

の対象としない数量（本事業を利用しない期間における出荷を委託した数量）を報告する。）

により、本会に確認の回答を行うものとする。 

２ 相当規模生産者は、本会が対象野菜の出荷数量及び販売価額を直接確認するため、卸売

会社の発行する仕切書の写しを添付し、本会に出荷実績の報告を行うものとする。 

（旬別平均販売価額の通知） 

第１６条 本会は、業務区分ごとに、当該対象出荷期間の終了後遅滞なく対象特定野菜等の出荷 

数量、旬別平均販売価額及び価格差補給金等を算定し、その結果を関係共同出荷組織等及び

県知事に通知しなければならない。 

（価格差補給交付金等の交付申請） 

第１７条 共同出荷組織等は、価格差補給交付金等の交付を受けようとするときは、前条の通知

を受けた日から１０日以内に、別記様式第４号の交付申請書により申請するものとする。 

（価格差補給交付金等の一部交付等） 

第１８条 本会は、共同出荷組織等が次の各号の一に該当する場合には、価格差補給交付金等の

全部若しくは一部を交付せず、又は既に交付した価格差補給交付金等の全部若しくは一部を

返還させることができる。 

（１）故意又は過失により第７条第１項の申込書に不実の記載をしたとき。 

（２）正当な理由なくして負担金の納入を怠ったとき。 

（３）仕切書の改ざんを行い又は行わせたとき。 

（４）交付を受けた価格差補給交付金等について補給金の交付を怠ったとき。 

（５）共同出荷組織等と特例４５、特例５０又は特例５５の契約を行っている場合であって、

当該対象出荷期間中において、当該共同出荷組織が生産者の委託をうけて、又は当該相当規

模生産者が直接に、対象市場群に出荷した当該対象特定野菜等の数量が、業務区分ごとに、

知事の承認を受けた供給計画の出荷数量との差の数量の当該供給計画に対する割合が５分の

１以上である場合の価格差補給交付金等の単価については、次のア又はイの額を上回ること

はできない。 

但し、重要野菜についてはこの限りではない。 

 ア 別表１（特定野菜）の業務区分において特例４５又は特例５０の締結を行っている場合

にあっては、それぞれ資金造成単価の７分の５、６分の５。 
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 イ 別表２（指定野菜）の業務区分において、特例５５の締結を行っている場合にあっては、

資金造成単価の７分の６。 

（補給金の交付） 

第１９条 共同出荷組織は、価格差補給交付金の交付を受けたときは、速やかにその交付を受け

た価格差補給交付金の金額に相当する金額を第１４条第１項の委託に係る生産者に対して、

その委託に係る対象特定野菜等の数量を基礎として、補給金を交付しなければならない。 

２ 共同出荷組織は、補給金の交付を終了したときは、遅滞なく、別記様式第５号の報告書

により、その交付の結果を本会に報告しなければならない。 

（価格差補給交付金等の削減） 

第２０条 本会は、業務区分ごとに、価格差補給交付金等の額が別表１及び別表２の資金造成単

価の欄に掲げる額に当該交付予約数量を乗じて得た額（既に価格差補給交付金等を交付した

場合にあっては、この額からその交付した価格差補給交付金等のうち交付準備金を財源とし

て交付した額に相当する額の合計額を差し引いて得た額）を超えるときは、価格差補給交付

金等の金額から当該超える額を削減するものとする。 

（交付準備金） 

第２１条 本会は、業務区分ごとに、第８条第１項の規定により共同出荷組織等から徴する負担

金及び県その他の共同出荷組織等以外の者から価格差補給交付金等の交付に充てることを条

件として交付された金銭を交付準備金として積み立てるものとする。 

（負担金の返戻） 

第２２条  協会は、業務対象年間の期間内においては、当該業務区分に係る負担金を共同出荷組

織等に対し返戻しないものとする。 

２ 業務対象年間の終了又は短縮に伴い、新たに開始する業務対象年間に係る交付予約数量

若しくは資金造成単価が、その直前の業務対象年間に係る交付予約数量若しくは資金造成単

価等を下回り資金造成額が減じる場合又は第１０条第２項の交付予約数量の減少若しくは解

約が成立した場合は、共同出荷組織等から負担金として納入された金銭を返戻することがで

きるものとする。 

 

第３章 雑  則 

（報告の徴収） 

第２３条 本会は、必要があると認めるときは、共同出荷組織等から対象特定野菜等の生産出荷

状況その他必要な事項について報告を徴することができる。 

 

附 則 

この業務方法書は、県知事の承認のあった日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 
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別表１（特定野菜供給産地育成価格差補給事業関係） 

                                      （単位：円／ｋｇ） 

業務区分 

業務対象年間 
特

例 

補 給 金 

対象特定

野 菜 等 

対 象 

市場群 

対象出荷 

期間 

保  証 

基準額 

最  低 

基準額 

特例最低

基準額 

資金造成

単価 

特例資金 

造成単価 

アスパラガス 関東 
7月1日～ 

9月30日 

8年7月1日～ 

10年9月30日 
標準 764.00 525.42 － 190.86 － 

〃 近畿 〃 〃 〃 767.00 527.38 － 191.70 － 

〃 中国 〃 〃 〃 698.00 479.88 － 174.50 － 

〃 九州 〃 〃 〃 677.00 465.54 － 169.17 － 

いちご 関東 
4月1日～ 

5月31日 

8年4月1日～ 

10年5月31日 
標準 701.00 481.83 － 175.34 － 

〃 近畿 〃 〃 〃 731.00 502.44 － 182.85 － 

〃 中国 〃 〃 〃 687.00 472.37 － 171.70 － 

〃 九州 〃 〃 〃 605.50 416.41 － 151.27 － 

〃 関東 
3月1日～ 

3月31日 

9年3月1日～ 

11年3月31日 
標準 888.50 610.90 － 222.08 － 

〃 近畿 〃 〃 〃 931.50 640.58 － 232.74 － 

〃 中国 〃 〃 〃 878.00 603.61 － 219.51 － 

〃 九州 〃 〃 〃 871.00 598.70 － 217.84 － 

こまつな 近畿 
4月1日～ 

6月30日 

8年4月1日～ 

10年6月30日 
45 177.50 122.09 99.89 44.33 62.06 

〃 中国 〃 〃 〃 185.00 127.25 104.11 46.20 64.68 

〃 九州 〃 〃 〃 186.50 128.12 104.83 46.70 65.38 

〃 近畿 
7月1日～ 

9月30日 

8年7月1日～ 

10年9月30日 
45 234.00 160.90 131.65 58.48 81.87 

〃 中国 〃 〃 〃 265.00 182.11 149.00 66.31 92.83 

〃 九州 〃 〃 〃 272.00 187.11 153.09 67.91 95.07 
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別表１（特定野菜供給産地育成価格差補給事業関係） 

                                      （単位：円／ｋｇ） 

業務区分 

業務対象年間 
特

例 

補 給 金 

対象特定

野 菜 等 

対 象 

市場群 

対象出荷 

期間 

保  証 

基準額 

最  低 

基準額 

特例最低

基準額 

資金造成

単価 

特例資金 

造成単価 

こまつな 近畿 
10月1日～ 

12月31日 

8年10月1日～ 

10年12月31日 
45 224.00 154.08 126.07 55.94 78.32 

〃 中国 〃 〃 〃 253.00 174.07 142.42 63.14 88.40 

〃 九州 〃 〃 〃 254.00 174.78 143.00 63.38 88.73 

〃 近畿 
1月1日～ 

3月31日 

9年1月1日～ 

11年3月31日 
45 233.50 160.49 131.31 58.41 81.77 

〃 中国 〃 〃 〃 250.00 171.80 140.56 62.56 87.58 

〃 九州 〃 〃 〃 241.50 165.90 135.74 60.48 84.67 

す い か 九州 
7月1日～ 

8月31日 

8年7月1日～ 

10年8月31日 
50 112.00 76.87 69.88 28.10 33.72 

に ら 中国 
5月1日～ 

6月30日 

8年5月1日～ 

10年6月30日 
50 282.00 193.88 176.25 70.50 84.60 

〃 九州 〃 〃 〃 232.00 159.58 145.07 57.94 69.53 

〃 中国 
7月1日～ 

10月31日 

8年7月1日～ 

10年10月31日 
50 493.00 338.96 308.15 123.23 147.88 

〃 九州 〃 〃 〃 410.50 282.13 256.48 102.70 123.24 

〃 中国 
11月1日～ 

12月31日 

8年11月1日～ 

10年12月31日 
50 614.50 422.61 384.19 153.51 184.21 

〃 九州 〃 〃 〃 493.00 338.86 308.05 123.31 147.97 

〃 中国 
1月1日～ 

2月末日 

9年1月1日～ 

11年2月末日 
50 676.00 464.72 422.47 169.02 202.82 

〃 九州 〃 〃 〃 584.50 401.97 365.43 146.02 175.22 

〃 中国 
3月1日～ 

4月30日 

9年3月1日～ 

11年4月30日 
50 392.50 269.84 245.31 98.13 117.76 

〃 九州 〃 〃 〃 304.50 209.37 190.34 76.10 91.32 

みずな 近畿 
4月1日～ 

6月30日 

8年4月1日～ 

10年6月30日 
50 222.00 152.70 138.82 55.44 66.53 

〃 九州 〃 〃 〃 202.50 139.08 126.44 50.74 60.89 
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別表１（特定野菜供給産地育成価格差補給事業関係） 

                                      （単位：円／ｋｇ） 

業務区分 

業務対象年間 
特

例 

補 給 金 

対象特定

野 菜 等 

対 象 

市場群 

対象出荷 

期間 

保  証 

基準額 

最  低 

基準額 

特例最低

基準額 

資金造成

単価 

特例資金 

造成単価 

みずな 近畿 
7月1日～ 

9月30日 

8年7月1日～ 

10年9月30日 
50 344.50 236.90 215.36 86.08 103.30 

〃 九州 〃 〃 〃 373.00 256.40 233.09 93.28 111.94 

〃 近畿 
10月1日～ 

12月31日 

8年10月1日～ 

10年12月31日 
50 293.50 201.71 183.37 73.43 88.12 

〃 九州 〃 〃 〃 333.50 229.26 208.42 83.39 100.07 

〃 近畿 
1月1日～ 

3月31日 

9年1月1日～ 

11年3月31日 
50 242.00 166.47 151.34 60.42 72.50 

〃 九州 〃 〃 〃 245.00 168.55 153.23 61.16 73.39 

青みつば 中国 
4月1日～ 

6月30日 

8年4月1日～ 

10年6月30日 
50 386.00 265.55 241.41 96.36 115.63 

〃 九州 〃 〃 〃 260.00 178.86 162.60 64.91 77.89 

〃 中国 
7月1日～ 

8月31日 

8年7月1日～ 

10年8月31日 
50 527.00 362.40 329.45 131.68 158.02 

〃 九州 〃 〃 〃 526.50 361.85 328.95 131.72 158.06 

〃 中国 
9月1日～ 

12月31日 

8年9月1日～ 

10年12月31日 
50 674.00 463.54 421.40 168.37 202.04 

〃 九州 〃 〃 〃 562.50 386.60 351.45 140.72 168.86 

〃 中国 
1月1日～ 

3月31日 

9年1月1日～ 

11年3月31日 
50 540.50 371.68 337.89 135.06 162.07 

〃 九州 〃 〃 〃 424.00 291.45 264.95 106.04 127.25 

 

＊造成割合   国     １／３       但し、アスパラガスは 

        県     １／３             国    ５００／１,０００ 

        市町村   １／１５                 県    ２５０／１,０００ 

        対象者   ４／１５                市町村   ５０／１,０００ 

                                                     対象者  ２００／１,０００ 
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別表２（指定野菜供給産地育成価格差補給事業関係） 

（単位：円／ｋｇ） 

業務区分 

業務対象年間 
特

例 

補 給 金 

対象特定

野 菜 等 

対象 

市場群 
対象出荷期間 

保 証 

基準額 

最 低 

基準額 

特例最低

基準額 

資金造成 

単 価 

特例資金 

造成単価 

秋冬だいこん 九州 
10月1日～ 

12月31日 

8年10月1日～ 

10年12月31日 
55 56.00 37.30 34.19 14.96 17.45 

〃 中国 
1月1日～ 

3月31日 

9年1月1日～ 

11年3月31日 
55 61.50 41.08 37.66 16.34 19.06 

〃 九州 〃 〃 〃 49.00 32.68 29.96 13.06 15.24 

夏秋 ト マ ト 

（ﾐﾆﾄﾏﾄを除く） 
近畿 

10月1日～ 

11月30日 

8年10月1日～ 

10年11月30日 
標準 354.50 236.38 － 94.50 － 

〃 九州 〃 〃 〃 337.00 224.74 － 89.81 － 

冬春 ト マ ト 

（ﾐﾆﾄﾏﾄを除く） 
近畿 

5月1日～ 

6月30日 

8年5月1日～  

10年6月30日 
標準 216.00 143.98 － 57.62 － 

〃 九州 〃 〃 〃 188.50 125.57 － 50.34 － 

〃 近畿 
11月21日～ 

12月31日 

8年11月21日～    

10年12月31日 
標準 315.00 210.10 － 83.92 － 

〃 九州 〃 〃 〃 292.00 194.58 － 77.94 － 

〃 近畿 
1月1日～ 

2月末日 

9年1月1日～    

11年2月末日 
標準 295.00 196.83 － 78.54 － 

〃 九州 〃 〃 〃 258.00 171.95 － 68.84 － 

〃 近畿 
3月1日～ 

4月30日 

9年3月1日～    

11年4月30日 
標準 298.00 198.67 － 79.46 － 

〃 九州 〃 〃 〃 270.50 180.25 － 72.20 － 

夏秋きゅうり 近畿 
7月1日～ 

9月30日 

8年7月1日～    

10年9月30日 
標準 251.50 167.78 － 66.98 － 

〃 中国 〃 〃 〃 252.00 168.05 － 67.16 － 

〃 九州 〃 〃 〃 225.50 150.27 － 60.18 － 

〃 近畿 
10月1日～ 

11月30日 

8年10月1日～    

10年11月30日 
標準 282.50 188.35 － 75.32 － 

〃 中国 〃 〃 〃 278.00 185.35 － 74.12 － 

〃 九州 〃 〃 〃 259.50 173.02 － 69.18 － 
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別表２（指定野菜供給産地育成価格差補給事業関係） 

（単位：円／ｋｇ） 

業務区分 

業務対象年間 
特

例 

補 給 金 

対象特定

野 菜 等 

対象 

市場群 
対象出荷期間 

保 証 

基準額 

最 低 

基準額 

特例最低

基準額 

資金造成 

単 価 

特例資金 

造成単価 

春ブロッコリー 中国 
4月1日～ 

6月15日 

8年4月1日～ 

10年6月15日 
50 324.50 216.32 180.27 86.54 115.39 

〃 九州 〃 〃 〃 281.50 187.60 156.33 75.12 100.16 

冬ブロッコリー 関東 
10月16日～ 

12月31日 

8年10月16日～ 

10年12月31日 
50 278.00 185.46 154.55 74.03 98.71 

〃 近畿 〃 〃 〃 297.50 198.47 165.39 79.22 105.63 

〃 中国 〃 〃 〃 308.00 205.22 171.02 82.22 109.63 

〃 九州 〃 〃 〃 253.00 168.71 140.59 67.43 89.91 

〃 関東 
1月1日～ 

2月末日 

9年1月1日～    

11年2月末日 
50 322.00 214.78 178.98 85.78 114.37 

〃 近畿 〃 〃 〃 316.50 211.11 175.93 84.31 112.41 

〃 中国 〃 〃 〃 327.00 218.08 181.73 87.14 116.19 

〃 九州 〃 〃 〃 243.00 162.15 135.13 64.68 86.24 

〃 関東 
3月1日～ 

3月31日 

9年3月1日～    

11年3月31日 
50 266.50 177.62 148.02 71.10 94.80 

〃 近畿 〃 〃 〃 238.00 158.79 132.33 63.37 84.49 

〃 中国 〃 〃 〃 255.50 170.22 141.85 68.22 90.96 

〃 九州 〃 〃 〃 219.00 146.13 121.78 58.30 77.73 

 

＊造成割合   国    ５００／１，０００ 

        県    ２５０／１，０００ 

        市町村   ５０／１，０００ 

        対象者  ２００／１，０００ 

備 考 

１ 特例申込の基準額等は、特定野菜においては特例４５又は特例５０、指定野菜においては

特例５５の基準価格等とする。 
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別記様式第１号（第７条および第１０条関係） 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給交付金等交付(変更)申込書 

 

公益社団法人ふくおか園芸農業振興協会 

理事長              殿 

 

番     号  

年  月  日 

 

このことについて、貴協会の特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る業務方法書第７条第

１項の規定により、交付予約数量を下記のとおり申し込みます。 

 

 

 申  込  者 

 住     所 

    共同出荷組織等 

                 代  表  者            印 

 

記 

 

１．業務区分別予約数量 

業 務 区 分 交付予約数量 

（ｔ） 

特例

申込 

委託生産者数 

（内、価格安定

事業加入者数） 

対象野菜 対象市場群 対象出荷期間 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

合計      

                    ＊供給計画書を添付すること。（当初計画提出時のみ） 

２．補給金交付予定経路 
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別記様式第２号（第７条関係） 

 別記様式第１号の「特定野菜等供給産地育成価格差補給交付金等交付申込書」の添付書類 

番     号 

年  月  日 

 

    農業協同組合 

代表理事組合長          殿 

 

                 （所 在 地） 

（市町村長）                   印 

 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給交付金等の交付申込みに対する同意書 

 

 

このことについて、(公社)ふくおか園芸農業振興協会の特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に

係る業務方法書第７条第１項の規定に基づき、貴農業協同組合が下記のとおり、交付予約数量を申

込むことについては、異存なく同意します。 

 

記 

 

１．業務区分別予約数量 

業  務  区  分 交付予約数量 

（ｔ） 

特例

申込 

委託生産者数 

対象野菜 対象市場群 対象出荷期間 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

合計      

 

注：相当規模生産者は本文中の農業協同組合を姓名に読み替える。 
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別記様式第３号（第９条関係） 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給交付金等交付予約数量増加申込書 

 

公益社団法人ふくおか園芸農業振興協会 

理事長        殿 

番 号  

 年  月  日 

 

このことについて、貴協会の特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る業務方法書第９条の

規定に基づき、下記に掲げる業務区分の対象特定野菜等の交付予約数量を増加したいので、申し込

みます。 

 

申  込  者 

 住     所 

    共同出荷組織等 

                 代  表  者            印 

 

記 

 

１．業務区分別予約数量 

業 務 区 分 交付予約数量 

（ｔ） 

特例 

申込 

委託生産者数 

対象野菜 対象市場群 対象出荷期間 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

合計      

                    ＊供給計画書を添付すること。 

 

２．交付予約数量の増加数量（トン） 

 

３．増加の理由 

 

４．増加後の交付予約数量（トン） 
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別記様式第４号（第１７条関係） 

 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給交付金等交付申請書 

公益社団法人ふくおか園芸農業振興協会 

理事長        殿 

 

 

番 号 

年  月  日 

 

 

 

申  請  者 

 住     所 

    共同出荷組織等 

                 代  表  者            印 

 

 

 

このことについて、貴協会の特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る業務方法書第１７条

第１項の規定により、下記のとおり価格差補給交付金等の交付を申請します。 

 

記 

 

 

１．価格差補給交付金等申請総額            円 

 

２．業 務 区 分 

対象特定野菜等 対象市場群 対象出荷期間 交付金申請額(円) 
   ～    
    ～     
    ～     
    ～     

      ～     
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３．同上の算出基礎 

 

対象特定野菜等：                対象市場群：       市場 

（単位：ｋｇ、円） 

月別 旬別 
対象出荷期間 

の出荷数量計画 
同左出荷実績 

左欄のうち 

第 14条第 1項 

の出荷数量 

第 14条第 1項の 

規定に基づき 

配分された旬別 

交付予約数量 

旬別交付金 

単価 

月 

上旬             

中旬             

下旬             

計             

月 

上旬             

中旬             

下旬             

計             

月 

上旬             

中旬             

下旬             

計             

月 

上旬             

中旬             

下旬             

計             

 

４．共同出荷組織等別補給金金額及びその生産者数 

 

   補給金金額         円 

 

   生産者数          人 
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別記様式第５号（第１９条関係） 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 

補給金交付報告書 

 

公益社団法人ふくおか園芸農業振興協会 

理事長         殿 

番 号  

年  月  日 

 

報  告  者 

住     所 

共同出荷組織  

代  表  者 

（報告部署責任者：          印 ） 

 

 

このことについて、貴協会の特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る業務方法書第１９条第

２項の規定により、下記のとおり価格差補給交付金を交付しましたので報告します。 

 

記 

 

対象特定

野菜等 

対象市

場群 
対象出荷期間 

価格差補

給交付金

受領額

（円） 

価格差補給

交付金受領

年月日 

対象産

地名 

共同出荷組

織等名 

生産者に対す

る補給金交付

済額(円) 

補給金対象

生産者名 

補給金交付

終了年月日 

      ～               

      ～               

      ～               

      ～               

      ～               

      ～               

      ～               

      ～               

      ～               
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別記様式第６号（第１５条第１項関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 

公益社団法人ふくおか園芸農業振興協会 

理事長          殿 

 

 

   報  告  者 

住     所 

共同出荷組織 

代  表  者 

（報告部署責任者：           ） 

 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る 

対象品目出荷数量の確認について 

 

 

 

 

 

年  月  日付け ふ園野第  号による出荷数量照合の依頼については、確認の結果 

相違ありませんので回答します。 

 

 

 

 

 

所 属 課 

 

担 当 者           印 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 19 - 

 

別記様式第７号（第１５条第１項関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

公益社団法人ふくおか園芸農業振興協会 

理事長           殿 

 

 

   報  告  者 

住     所 

共同出荷組織 

代  表  者 

（報告部署責任者：           ） 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る 

対象品目出荷数量の確認について 

 

 

年  月  日付け ふ園野第  号による出荷数量照合の依頼については、確認の結果 

下記のとおり相違がありましたので回答します。 

 

記 

                                 （単位：数量 ｋｇ、金額 円） 

日 付 品 目 市 場 相違内容 
協会 

実績 

修正後 

実績 

修正 

理由 

   
数量 

金額 
   

   
数量 

金額 
   

   
数量 

金額 
   

   
数量 

金額 
   

   
数量 

金額 
   

 

所 属 課 

担 当 者                 印 
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別記様式第８号 （第１５条第１項関係） 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る 

対象品目別実績（除外数量等）報告書（   月） 

【○○農業協同組合】 

 

（単位：数量 ｋｇ）    

対象品目  旬 総出荷実績 加入者実績 未加入者実績 

 

上旬    

中旬    

下旬    

 

上旬    

中旬    

下旬    

 

上旬    

中旬    

下旬  
 

 
 

 

上旬    

中旬    

下旬    

＊この実績は、荷受数量をもとに記入してください。 
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対 象 特 定 野 菜 等 規 格 等 

対象特定野菜等 対象出荷期間 規 格 品 品 位 基 準 

アスパラガス 7 月 1 日～ 9 月 30 日 
秀、優の 3L、2L、L、

M、S、 優の大、小 

品種固有の形状・色沢を 

有し、病害虫の被害・損

傷のないもの 

い ち ご 
4 月 1 日～ 5 月 31 日 

3 月 1 日～ 3 月 31 日 

秀、優、の 5L、4L、

3L、2L、L、M、S、 

(階級のみ) 

ＥＸ，ＤＸ，Ｇ 

こ ま つ な 

4 月 1 日～ 6 月 30 日 

7 月 1 日～ 9 月 30 日 

10 月 1 日～12 月 31 日 

1 月 1 日～ 3 月 31 日 

秀、優の 2L、L、M 

す い か 7 月 1 日～ 8 月 31 日 

秀、優、良の 5L、4L、

3L 、 2L 、 L 、 M 、   

S、2S、3S 

に ら 

5 月 1 日～ 6 月 30 日 

7 月 1 日～10 月 31 日 

11 月 1 日～12 月 31 日 

1 月 1 日～ 2 月 末日 

3 月 1 日～ 4 月 30 日 

秀、優の M、S 

み ず な 

4 月 1 日～ 6 月 30 日 

7 月 1 日～ 9 月 30 日 

10 月 1 日～12 月 31 日 

1 月 1 日～ 3 月 31 日 

秀、優の L、M 

青みつば 

4 月 1 日～ 6 月 30 日 

7 月 1 日～ 8 月 31 日 

9 月 1 日～12 月 31 日 

1 月 1 日～ 3 月 31 日 

秀、優の 2L、L、M 

秋冬だいこん 
10 月 1 日～12 月 31 日 

 1 月 1 日～ 3 月 31 日 

秀、優の 4L、3L、2L、

L、M、S 

良の L、M、S 

夏 秋 ト マ ト 

（ﾐﾆﾄﾏﾄを除く） 
10 月 1 日～11 月 30 日 

秀、優、良の 4L、3L、

2L、L、M、S、2S 

冬 春 ト マ ト 

（ﾐﾆﾄﾏﾄを除く） 

5 月 1 日～ 6 月 30 日 

11 月 21 日～12 月 31 日 

1 月 1 日～ 2 月末日 

3 月 1 日～ 4 月 30 日 

秀、優、良の 4L、3L、

2L、L、M、S、パック

の秀、優、良の 2S 

夏秋きゅうり 
7 月 1 日～ 9 月 30 日 

10 月 1 日～11 月 30 日 

秀、優の L、M 

良の L、M 、S 

春ブロッコリー 4 月 1 日～ 6 月 15 日 
秀、優の 3L、2L、L、

M、S、2S 

冬ブロッコリー 

10 月 16 日～12 月 31 日 

1 月 1 日～ 2 月末日  

3 月 1 日～ 3 月 31 日 

秀、優の 3L、2L、L、

M、S、2S 

＊秀・優・良は A・B・C に読みかえる。 


